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概要：近年， ソフトウェア開発のスピード向上とコスト削減の有力な方法の一つとして，無償で利用および改変が可

能なオープンソース・ソフトウェア(OSS)の利用が注目を集めつつある．しかしその一方で，各企業が外部で開発され
た OSS を活用する場合には，機能の理解不足や保守の煩雑化などにより，ソフトウェア開発の品質やスピードにデメ
リットが発生することも容易に想像できる．OSS を活用したソフトウェア製品開発の効率向上においては，OSS 利用

における課題を明らかにすることが必要不可欠である．そこで本研究では，国内におけるエンタープライズ向けの高
い信頼性が要求されるソフトウェア開発を担う組織を対象にアンケートを行い，OSS を用いた開発における課題調査
を行った．その結果，ソフトウェア開発における OSS 利用では，開発計画と保守の工程において OSS 起因の問題が

発生する割合が高いことや，OSS の機能やインタフェースを的確に理解することが，開発計画，設計，保守など，ソ
フトウェア開発における広範囲の工程において重要であることを確認した．本論文では，調査の結果を踏まえ，OSS

活用による開発スピード向上のための指針を明らかにする． 
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Abstract: Open source software (OSS) which can be used and modified for free is attracting many attentions as one of the most 

promising approaches to improve delivery times and costs in software development. On the other hand，utilization of OSS in 

enterprise software development can also give negative impacts in development because of the lack of understandings of source 

codes and the difficulties in maintenance of codes developed by OSS communities. Therefore，it is quite important to investigate 

pros and cons in utilization of OSS to improve the efficiency in software development. In this paper，we report the results of 

questionnaire survey conducted in several software development departments regarding the problems in the utilization of OSS. As 

a result，we identified the following two key findings: (1) the ratio of problem occurrence caused by OSS is relatively large in 

planning phase and maintenance phase in development，and (2) understanding functions and interfaces of an OSS is important in 

most of overall development process (planning，design，and maintenance phases). And we show the policy to utilize OSS for 

them. 
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1. はじめに   

 近年，様々な情報技術の発展に伴い，我々の社会やビジ

ネスの変化がますます加速しつつある．その変化に追随す

るために，高品質なサービスや製品をいち早く開発し，世

に送り出すことが求められている．そのような中で，ソフ

トウェア開発の領域については，品質と開発スピードを両

立させるための１つの方法として，オープンソース・ソフ

トウェア (OSS) の活用が注目されてきている． 

OSS とは，オープンソースの概念に基づき，ソフトウェ

アのソースコードが無償で公開され，改良や再配布を行う

ことが誰に対しても許可されているソフトウェアである．

その導入コストの低減化や特定企業への依存度回避等の観
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各国の政府調達でも採用が進んでいる．例えば SDN 

(Software Defined Network) 製品において，AT&T は OSS 比

率を現在の 5%から 2020 年までに 50%とすることを要求し

ている[1]．さらに，自国 IT 産業育成の観点からもその動

きが活発化している[2]．  

 OSS はコミュニティによって開発されているため，企業

は OSS を利用することにより，必要な機能をより少ない工

数で実装できることが期待される．その一方で，OSS は自

社開発ではないため，各企業が定めるコード規約に即して
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Cost， Delivery) の改善につながらない恐れもある． 

このようなことから，我々は国内におけるエンタープラ

イズ向けの高い信頼性が要求されるソフトウェアプロダク

トおよびソフトウェアサービスの開発組織である富士通株

式会社（以降，調査対象組織と略す）を対象に，OSS を利

用したソフトウェア開発の実態とその問題点について調査

を行った．本論文では，具体的には，調査対象組織におけ

る OSS の活用の割合や，利用における QCD 問題とその要

因などの調査結果について報告を行う．ここで扱う QCD

問題とは， OSS 起因の不具合，  OSS 利用による不具合

が引き起こす開発計画， 開発工程， および， 保守工程に

おいて QCD に影響をだした問題と定義する. 本調査によ

って明らかになった傾向は，主に下記 3 点のようにまとめ

られる． 

 OSS を利用したソフトウェア開発においては，開発計

画と保守の工程において QCD問題が発生する割合が高

い． 

 OSS の機能やインタフェースを的確に理解することは，

開発計画，設計，保守など，ソフトウェア開発における

広範囲の工程に対して影響を与える． 

 開発計画時に最適な OSS を選定する目利き力，設計に

おける企業の OSS 活用戦略，アジャイル型の開発実践

などがソフトウェア開発において重要になる． 

 本論文の構成を下記に示す．まず，2 節でエンタープラ

イズソフトウェア開発における OSS 利用の問題点におけ

る仮説を提示する．次に 3 節で，その仮説の真偽を調査す

るための課題調査の内容について示す．4 節でその結果を

示し，考察を与える．5 節では，4 節の結果に基づき，調査

対象とした開発組織における OSS を活用したソフトウェ

ア開発による QCD 向上のための指針についてまとめる．6

節で関連研究について述べた後，7 節でまとめと今後の課

題を述べる． 

 

2. エンタープライズ製品開発における OSS 利

用の課題 

2.1 OSS 利用のメリットとデメリット 

 企業での OSS の利活用が進む中，OSS に潜む問題点も

ある．そのメリットとデメリットを 7 つの観点からまとめ

たものを図 1 に示す[2]．メリットの代表格は，低コストと

可用性，スケーラビリティがあげられる．OSS は基本的に

無料で利用可能なものも多く，ソフトウェアライセンスと

いう観点での費用はほとんど発生しない．また，世界中の

多くの開発者によって開発されることから，スケーラビリ

ティを実現する機能も迅速に実装されることも多い．他に

は， AT&T が要求するようにベンダーへの依存を回避する

（ベンダーロックイン）ことも重要である[1]. セキュリテ

ィに関しては，OSS の高いセキュリティは以前から言及さ

れてきたが，最近では課題もあり中立となっている． 

 一方，採用するに際してのデメリットは，サポートの不

足，アプリケーションの不足，最近では法的リスクがあげ

られる．これらのデメリットが OSS 選定時の不安や機能不

足に起因して OSS に独自に機能を追加するといった事象

を引き起こし，エンタープライズソフトウェア開発におけ

る OSS 利活用時の大きな問題となっている可能性がある． 

 

 

   図 1  OSS のメリットとデメリット[2]  

 

2.2 企業にける OSS 利活用の背景と課題 

 企業における OSS 利活用の背景としては，ソフトウェ

ア開発が大規模化し，同時に短納期化していることがあげ

られる．多くの開発者によって開発されている OSS を取り

込むことにより，企業は開発工数を削減できる． 

 しかしその一方で，企業では OSS をそのまま利用するの

ではなく，独自に機能拡張をするケースも存在する．これ

は，各企業が求める機能が OSS コミュニティによって開発

されなかったり，コミュニティから提供されている最新の

ソフトウェア（基本機能）やソフトウェアモジュール（拡

張機能）を取り込む際に多大な工数を要するなどの理由が

考えられる． 

 さらに，OSS はソースコードが公開されており，誰でも

その構造を確認できるホワイトボックスの状態となってい

る．しかし，企業にとっては自社で開発していないソフト

ウェアの構造を理解するのは難しく，実質的には構造が理

解不能なブラックボックスとして扱われる可能性がある.  

 これらのことは，例えばソフトウェアテストにおける問

題発生時に，その問題が OSS 起因なのか否かを切り分ける

ことを困難にしたり，サービス障害発生時にその原因特定

や対処方法の決定などに支障をきたすことになる． 

 

2.3 OSS 利活用における課題に関する仮説 

 上記に示したように，エンタープライズソフトウェア開

発における OSS 活用には様々な課題がある．しかし，これ

らの課題が実際の開発現場においてどの程度問題になって

いるかは，筆者らの知る限り明らかになっているとはいい
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がたい．そこで，以下の 2 つの仮説を立て，その妥当性に

ついて 3 節で示す課題調査を行った． 

(1) 仮説 1：OSS 利用による QCD デメリット発生 

 OSS の利用によって，ソフトウェアの設計・開発・保守

における QCD に対して何らかのデメリットが発生し，そ

のことが製品開発における OSS 利用促進の妨げになって

いる．この仮説に基づき，次のリサーチクエスチョン (RQ) 

を設定する． 

RQ-1：OSS を利用した製品・サービスの開発にあたり，QCD

に関する問題は発生したか． 

RQ-2：QCD 問題が発生した場合，それは OSS に起因する

ものであったか．また，それは開発工程のどの段階で発生

したか（開発計画，設計，実装，テスト，保守）． 

 

(2) 仮説 2：デメリット原因となるスキル不足 

 仮説 1 における QCD 問題の発生原因としては，OSS を

利用してソフトウェアを開発する企業の開発者のスキル不

足や OSS に関する知識不足などがある．その主なものとし

て，OSS に関する以下の「目利き力」，「設計力」，「品質保

証力」などが考えられる． 

 目利き力：ソフト開発において，機能・非機能要件やラ

イセンス，セキュリティや保守など，様々な観点に基づ

き，製品に採用すべき OSS を選定する，OSS 採択の判

断を行うことのできるスキル 

 設計力：保守の容易性や OSS 乗り換えの可能性，  OSS

のインタフェースや使用法を正しく理解した上で，  

適切なソフトウェア設計や実装を行うことのできるス

キル 

 品質保証力：OSS の版数アップやパッチ適用， ブラッ

クホックス化した OSS のテストや障害発生対処方法

などを適切に行い，ソフトウェアとサービスの品質を

保ち続けることのできるスキル 

 その他：新規 OSS の技術習得に関わるスキルなど 

この考え方に基づき，次の RQ を設定する． 

RQ-3：QCD 問題の発生原因がスキル不足に関わる OSS 利

活用課題（目利き力，設計力，品質保証力）にあった場合，

QCD 問題が生じる工程はどこで，具体的にはどのような課

題意識があるのか． 

 

3. OSS 利用に関する課題調査 

 2.3 節に示した仮説 1 および仮説 2 の妥当性評価を行う

ために，アンケートを調査対象組織に対して行った．これ

らのアンケートは，企業のソフトウェア開発者が OSS 利用

の本質的な問題点をどこに捉えているかを調査するために

行ったものである．  

3.1 調査対象 

 日本国内に拠点を置くエンタープライズ系ソフトウェア

開発を担当する部署において調査を実施した．調査対象の

概要を下記に示す． 

調査対象者：ソフトウェアプロダクトを開発しているチー

ムの開発者（マネージャー層，リーダー層，担当開発者）． 

調査対象における OSS 利用状況：3 年から 20 年にわたっ

ての OSS の利活用経験あり．開発プロセスは，ほぼ CMMI 

段階表現におけるレベル 3 相当（組織標準プロセス定義を

利用）を推進． 

調査対象人数：12 部門を対象にアンケートを実施し，130

名からの回答を得た．プロジェクトの規模は 10～50 名． 

アンケートの回答者の層比率，活用している OSS の種類

（上位 3 種類，複数回答），OSS の活用形態をそれぞれ表

1，表 2，表 3(現在の代表担当製品を対象に回答)に示す． 

表 1 対象回答者の層比の比率 

回答

者層 

マネー

ジャー 

リー 

ダー 

担当開発者 

(開発経験年数) 

20 年以上 10 年 3 年 

比率 29% 43% 10% 13% 5% 

 

表 2 利用している OSS 種類（上位 3 項目，複数回答） 

OSS の種別 現状使用数 予定使用数 

データベース系 

（PostgreSQL，MySQL 等） 

65 66 

Web サーバ系（Apache 等） 63 67 

OS 系（Linux 等） 59 71 

 

表 3  調査対象組織における OSS の活用形態 

OSS 活用形態 
改 造

有 

改 造

無 

改 造

率(%) 

全体システム 

（OSS そのものを製品化） 

41 36 53 

サブシステム 

（製品の一部として組込む） 

20 33 39 

 

3.2 質問項目 

以下の 3 つの手順で質問を用意した． 

1) OSS 利活用に関する課題意識調査 

2) OSS 利用における開発工程毎の QCD 問題の有無 

3) QCD 問題がある場合，OSS 起因の問題の有無 

手順 1 で使った質問項目の一覧を付表 A.1 に示す．有識

者(関連部門責任者，約 30 名)との意見交換を経て，OSS 利

活用における課題意識を 20 項目列挙し，これらを目利き

力（5 項目），設計力（3 項目），品質保証力（6 項目），その

他（6 項目）に分類した． 

それぞれの質問項目について，「課題意識あり」と「課題

意識なし」の 2 件法により測定する． 
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4. 調査結果 

4.1 OSS 利用における QCD 問題の有無 

 表 4 に，RQ-1 および RQ-2 に対する回答の概要を示す．

この表では各開発工程（開発計画・設計・実装・テスト・

保守）の QCD 問題の有無と，問題が存在する場合は，それ

が OSS 起因であったか否かを示している．OSS を利用した

製品・サービスの開発において，QCD 問題が存在したケー

スは各工程を通して全体の約 30%であった（RQ-1）．また，

開発計画と保守の工程においては，OSS 起因の QCD 問題

の割合が 20%あり OSS を利用したソフトウェア開発にお

いては，これらの工程において問題が発生しやすいことが

わかった（RQ-2）． 

    表 4  RQ-1 および RQ-2 に対する回答状況 

QCD 問題の

有無と要因 

開発計画 設計 実装 テスト 保守 

人 % 人 % 人 % 人 % 人 % 

有 OSS 26 20 20 15 17 13 22 17 26 20 

他 16 12 23 18 22 17 25 19 13 10 

無 88 68 87 67 91 70 83 64 91 70 

 

4.2 OSS 利活用における課題意識と工程の関係 

 図 2 に，OSS 利活用における課題意識に対する回答状況

を示す．75%（97 件）以上が課題として意識していたもの

は，下記の 2 件であった．q2：採用判断する為の情報不足

（非機能要件：セキュリティ，保守，性能等）．q11：OSS 版

数アップやセキュリティパッチの追従． 

 

 

 図 2 OSS 利活用時の課題意識の分布 

 

 4.1 節で示した各工程における QCD 問題の有無と，これ

らの OSS 利活用時における課題意識との関係を明らかに

するために，これらの間の相関をカイ二乗検定（2 観測値

間の独立性検定）により判定した．その結果，有意差が確

認できたもの(p<0.05)を表 5 に示す．検定結果から以下の

傾向を読み取ることができた（RQ-3）．     

 q8（OSS のインタフェースや機能を理解した上での実

装技術）は，開発計画，設計，保守など，広範囲の工程

における QCD 問題との相関がある． 

 開発計画に相関をもつものは，q8 と q10（OSS のブラ

ックボックス利用によるテスト工数の増大），q18（新

規 OSS の短期での技術習得）であった． 

表 5  OSS 利活用の課題意識と工程のχ二乗検定（p 値） 

 q8 q9 q10 q12 q18 

開発計画 0.006** 0.999 0.003** 0.308 0.050* 

設計 0.004** 0.500 0.647 0.044* 0.023* 

テスト 0.496 0.007** 0.913 0.327 0.162 

保守 0.047* 1.000 1.000 0.026* 0.720 

注：**(p<0.01); *(p<0.05) 

 

5. 調査対象組織における OSS 課題への考察 

 前節の調査結果をうけて，本節では，調査対象組織でソ

フトウェア開発において OSS を利活用する際の OSS の目

利き力，使いこなし力を向上させるための指針について考

察する． 

5.1 仮説-1 への考察 (QCD デメリット発生) 

 表 4 は OSS 起因の問題が多いのは開発計画と保守の工

程であることを示しており，図 2 は，採用判断するための

情報不足（非機能要件：セキュリティ，保守，性能等）と 

OSS版数アップやセキュリティパッチの追従が難しいこと

が，OSS利用における大きな課題であることを示している．

また，表 3 からは OSS 活用形態が全体システム（OSS その

ものを製品化）である場合には，企業が OSS に修正を加え

る割合（OSS 改造率）が半数以上（53%）であることが読

み取れる．これは 2.1 節と 2.2 節で述べたデメリットにも

関連するが，具体的には以下のような状況が発生している

と考えられる． 

 開発計画の段階で採用を決定した OSS に対して，以降

の工程で機能不足や非機能要件での不足があることが

判明する． 

 不足した機能の追加や非機能要件の充足のために，企

業では OSS をそのまま利用するのではなく，独自に機

能拡張する方法をとる． 

 独自に拡張した部分については，コミュニティによっ

て開発されている OSS との乖離が発生するため，保守

のフェーズで OSS 版数アップやセキュリティパッチの

追従が難しくなってしまう． 

 

5.2 仮説-2 への考察 (デメリット原因となるスキル不足) 

 表 5の質問項目(横軸)からはQCDデメリットの発生原因

として q8 や q10，q18 といった，OSS を利用してソフトウ

ェアを開発する企業の開発者のスキル不足や OSS に関す

る知識不足がみえてくる．進化し続ける OSS を活用するた

めのスキルは，OSS に関する目利き力，設計力，品質保証

力として OSS を理解するためのソースコード読解力やブ

ラックボックステストスキル，OSS コミュニティの Code 

First な文化・開発環境を駆使できる人材の必要性があげら

れる． 

 設計からテストにおいてソースコードの静的解析ツール
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の導入は，プログラムの品質を高める十分な効果があるこ

とが知られている．さらに，近年では，複数クラスにまた

がった問題を静的解析するツールやセキュリティの脆弱性

を静的解析するツールなど，より高機能なツールがでてき

ている[3]．OSS の版数アップに追従するために既存プログ

ラムのソースコードを自動で解析し，可視化するツール開

発が相次いでいる[4]．これらのツールを有効活用すること

により，ソフトウェア開発における OSS 利用のデメリット

を軽減し，OSS を活用した QCD 向上という本来求められ

ている効果を実現することが期待される． 

 

5.3 OSS 利活用時にしている工夫 

 3 節に示した設問の他に，調査対象部門が OSS 利活用時

においてどのような工夫をしているかをアンケートによっ

て情報収集を行った．その結果を図 3 に示す．ここでは，

OSS 選定時には OSS コミュニティの情報を活用している

が，設計時・品質保証時になると，コード解析などにより

独自に情報収集をしたり，OSS に全く手を加えず，ブラッ

クボックスとして扱える設計などに向かっている傾向がみ

られた．しかしこれらは，2.2 節で述べた QCD デメリッ

トの方向へ向かう可能性がむしろ高く，5.2 節で述べたよう

なより高いスキルを必要とする背景ともいえる． 

  

図 3 OSS 利活用時にしている工夫 

 

5.4  OSS を活用した QCD向上のための指針 

本節では，5.1 節から 5.3 節での考察を踏まえた上で，

OSS活用による開発スピード向上のための施策についてま

とめる． 

(1) 企業の OSS 活用戦略の策定 

5.1 節で述べたような企業独自の機能拡張を回避するア

プローチとしては，機能（非機能含む）の不足があった時

点でその機能が共通か否かを判断し，共通であれば OSSコ

ミュニティ側の修正を促し，個別であれば企業として個別

の実装を行うことになるができる限り，極小化することが

望ましい．これをうまく実践するためには，OSS 活用戦略

を予め構築しておくことが重要である．なお，OSS とビジ

ネスの関わりは，a）寄生モデル：OSS と一般の市販ソフト

が独立した形，b) 共生モデル：OSS と市販ソフトで競争す

る形，c)一体型モデル：OSS コミュニティと企業の共同に

よって新たな戦略価値を創造する形として整理することが

できる[5]．一方，欧米では，寄稿など積極的に OSS コミュ

ニティを企業が誘導する形へと急激に変化している[6]．こ

のアプローチが c)一体型モデルに近く新しい価値を創造

し易くするための一つの型である. そして, 価値提供のス

ピードを向上させる最適なアプローチとして日本でも認め

られつつあり，企業からの OSS コミュニティへの積極的参

加が始まっている.    

(2) アジャイル型の開発スタイルの導入 

 5.1 節で述べた企業独自開発の回避を行うためには，日々

進化する OSS を利用する開発では，従来のウォーターフォ

ール型の開発スタイルでの実行が非常に困難となる．そし

て，5.2 節で述べたようなスキルやツールを活用，短期間で

小規模の機能の開発を繰り返すアジャイル型の開発スタイ

ルの導入が適切であると考えられる．多数の開発者によっ

て機能拡張が繰り返される OSS の発展は，昨今，アジャイ

ルや継続的統合・継続的デリバリが注目されている背景で

もある[7]． 

(3) OSS 選定に OSS 事前評価データを活用 

 5.1 節で述べたように，QCD のデメリットが開発計画の

フェーズにあることから，OSS の選定段階の目利き力を高

めることは最も大きな効果がある．OSSの選定においては，

オープンソース・ソフトウェアの社内実績リポジトリや

SCSK 社独自の基準で評価した結果をランキングしている

OSS Radar Scope ®[8]を活用することで，目利き力を高める

ことができると考えられる． 

 

6. 関連研究 

OSSに関する調査にはさまざまなものがある．それらは，

OSS 自体の種類や動向に関するもの[9]，開発者のコミュニ

ティ活動に焦点を当てたもの[10][11]，OSS 開発者のモチベ

ーションに関するもの[12][13][14]，OSS プロジェクトの

QCD に影響を与える要因に関するもの[15]．企業における

OSS 活用戦略[16][17]などであり，企業における OSS 利用

の実態を示した調査は少ない． 

Crowston らは OSS プロジェクトの成否を評価する観点

および基準についての先行研究調査を行い[18]，品質だけ

でなくユーザー満足度や開発者による知識創造など幅広い

観点から整理している．また，丹生らは，OSS を活用した

企業とその経営指標との相関を分析し，OSS を活用度と売

上高成長率との間に弱い相関があることなどを報告してい

る[19]．その他，IT システムの供給者視点での企業におけ
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る OSS の活用状況や普及阻害要因を調査したものがある

[20]．しかし，これらはいずれも企業における商用製品・サ

ービス開発の現場における OSS 活用の具体的な留意点な

どを十分に議論できているとはいえない．  

 

7. おわりに 

 本論文では，ソフトウェア開発のスピード向上とコスト

削減のための OSS の利活用課題を明らかにすることを目

的に，ソフトウェア開発を担う組織を対象にアンケートを

行い，OSS を用いた開発における実態調査を行った．その

結果，ソフトウェア開発における OSS 利用では，開発計画

と保守工程の QCD 課題の割合が多く，その要因は，目利き

力，設計力，品質保証力にあり，従来とは異なるスキルが

要求されていることが明らかになった．本調査結果より，

開発計画時に OSS 事前評価データを活用，最適な OSS を

選定，企業の OSS 活用戦略に則った設計，アジャイル型の

開発スタイルをもって設計力を高め，進化し続ける OSS に

対して静的解析ツールや可視化するツールを活用して品質

保証をするという指針を示した． 

 今後は，今回のアンケート結果に基づいた QCD 効果を

測定するソフトウェア開発メトリクスを定め，さらなる課

題の深堀と施策を検討していきたい． 
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付録 OSS 利活用に関する課題意識の設問項目 

付表 A.1  OSS 利活用に関する課題意識（設問一覧） 

 項番 内容 

目
利
き
力 

q1 採用判断する為の情報不足（機能要件） 

q2 採用判断する為の情報不足（非機能要件：セキ

ュリティ，保守，性能等） 

q3 採用判断する為の情報不足（ライセンス・他社

IP 侵害） 

q4 採用判断する為の情報不足（下位 OSS の脆弱性

による上位影響判断） 

q5 OSS 社内利用実績情報の共有 

設
計
力 

q6 OSS に対する知見を踏まえた設計技術 

q7 保守や OSS 乗り換えを踏まえた設計技術 

q8 OSS の IF や機能を理解した上での実装技術 

品

質

保

証

力 

q9 OSS に依存しない品質確保プロセスの確立 

q10 OSSのブラックボックス利用によるテスト工数

の増大 

q11 OSS 版数アップやセキュリティパッチの追従 

q12 OSS そのものの品質保証 

q13 OSS 含むシステムの障害解析技術 

q14 OSS 組み合わせにおける品質確保 

そ

の

他 

q15 OSS ノウハウの属人化/ノウハウ共有 

q16 OSS を利用した超短期開発 

q17 新たに OSS を利用するようになって，これまで

の開発経験では予見できない問題に対するリ

スク管理 

q18 新規 OSS の短期での技術習得 

q19 OSSコミュニティに対する組織としての技術貢

献とビジネスとの関係整理 

q20 コミュニティ貢献の範囲（どこまで何を提供す

べきか） 
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